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〈注〉 
■国勢調査： 

「⼈⼝及び世帯」に関する各種属性のデータを調べる「全数調査」。⽇本では、国の最も重要かつ基本的な
統計調査として、統計法に基づき総務⼤⾂が 10 年ごとに国勢調査を実施することとされており、その中間
の５年⽬に当たる年には簡易な⽅法で実施されています。 

■住宅・⼟地統計調査： 
住宅及び住宅以外で⼈が居住する建物に関する実態並びにこれらに居住している世帯に関する実態を把握
する調査。昭和 23 年から 5 年ごとに⾏われ、平成 20 年住宅・⼟地統計調査はその 13 回⽬に当たります。
（抽出調査のため、各項⽬の内訳を⾜し合わせたものと合計が⼀致しない場合があります） 

■報告書内の図表について： 
結果を四捨五⼊している図表や複数回答の図表は合計が 100%にならない場合があります。 
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１．はじめに 

住宅は、⼈⽣の⼤半を過ごす⽋くことのできない⽣活の基盤であり、家族と暮らし、⼦どもを
育て、憩い、安らぐことのできるかけがえのない空間であるとともに、⼈々の社会⽣活や地域の
コミュニティ活動を⽀える拠点でもあります。また、住宅は、地域やまちなみの重要な構成要素
であり、安全、景観、福祉、⽂化及び地域産業といった地域の⽣活環境に⼤きな影響を及ぼすと
いう意味で、社会的性格を有するものでもあります。 

このように、住宅は、個⼈の私的⽣活の場であるだけでなく、豊かな地域社会を構成する上で
重要な要素であり、活⼒・魅⼒があふれる地域の礎として位置づけることができます。 

また、⼈⼝減少が進む社会において住宅は、地域と相まって⼈を呼び込む魅⼒として、持続可
能な安全・安⼼な暮らしの基盤として、⼦孫や⽂化、習慣などを継承する仕組みとしての役割が
求められます。 

以上の観点に基づき、本県のまちづくりの最上位計画である第１５次総合計画「はばたけ群⾺
プランⅡ」の３つの視点である「群⾺で暮らし始めたくなる」、「群⾺に住み続けたくなる」、「群
⾺で家族を増やしたくなる」を実感できる社会を⽬指し、今後１０年間の新たな住宅政策をまと
めた基本計画として「群⾺県住⽣活基本計画２０１６」を策定しました。 

本計画に基づき、「住みよい」群⾺県を実現するための諸施策を具体化し、それらを計画的に推
進していくとともに、諸施策の進捗状況などを定期的に評価・分析、公表し、その後の施策展開
に反映します。 

２．群⾺県住⽣活基本計画の⽬的 

平成２７年度に実施した県政県⺠意識アンケートによれば、「⼦どもの社会性の育成」や「少⼦
化対策・⼦育て環境」の重要度が⾼く満⾜度が低くなっているなど、若年世帯・⼦育て世帯への
⽀援に対する県⺠ニーズが⾼くなっています。平成２８年３⽉に閣議決定された新たな住⽣活基
本計画(全国計画)においても、１つめの⽬標として「結婚・出産を希望する若年世帯・⼦育て世
帯が安⼼して暮らせる住⽣活の実現」が掲げられ、若年世帯・⼦育て世帯への⽀援策の充実が図
られています。 

このような中で本県には、商業・業務機能の集積による利便性を活かした暮らしができる都市
部から、豊かな⾃然の中でゆとりのある暮らしができる中⼭間部、その両者のバランスがとれて
いる都市近郊部まで、多様な地域特性を持つ市町村で構成されています。また、上州からっ⾵に
対応するために「かしぐね」が設けられるなど、厳しい⾃然条件の中でも快適に暮らせるような
先⼈の知恵と技術によって良好な住環境が形成されてきました。このような地域特性により、県
⺠の住み替えニーズから県外住⺠の移住ニーズまで、どのような居住ニーズにも対応することが
できる強みがあります。 

⼀⽅で、本県にも⼤きな被害をもたらした東⽇本⼤震災をきっかけに県⺠の安全・安⼼への意
識が⾼まっている中、⾸都直下地震の発⽣が懸念されるなど、⼤規模地震をはじめとした⾃然災
害発⽣のおそれに対して、県⺠の不安を解消する安全・安⼼な住まいづくりも重要な政策課題と
なっています。 

本計画は、こうした県⺠のニーズや政策課題に対応するため、基本⽬標及び基本施策を設定し、
さまざまな主体や分野と連携し、総合的かつ計画的に推進することを⽬的としています。 
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３．群⾺県住⽣活基本計画の位置づけ 

本計画は、第１５次群⾺県総合計画「はばたけ群⾺プランⅡ」及びはばたけ群⾺・県⼟整備プ
ランを上位計画とします。 

また、住⽣活基本法第１７条に基づき、住⽣活基本計画(全国計画)に即して定める、地域にお
ける住⺠の住⽣活の安定の確保及び向上の促進に関する基本的な計画としての性格を有するもの
です。 

なお、群⾺県版総合戦略、ぐんま“まちづくり”ビジョン、群⾺県⾼齢者保健福祉計画、ぐんま
⾼齢者あんしん住まいプランなどの関連計画と連携・整合を図ることとします。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

４．群⾺県住⽣活基本計画の期間 

本基本計画の期間は平成２８年度から平成３７年度までの１０年間とします。 
なお、住⽣活基本計画（全国計画）の⾒直しや今後の社会経済情勢の変化及び施策の効果に対

する評価を踏まえて、概ね５年ごとに⾒直しを⾏います。 
 

第 15 次群⾺県総合計画 
「はばたけ群⾺プランⅡ」 

(平成 28〜31 年度)

はばたけ群⾺・県⼟整備プラン
(平成 25〜34 年度)

群⾺県住⽣活基本計画 
(平成 28〜37 年度) 

 群⾺県版総合戦略 
 ぐんま“まちづくり”ビジョン 
 群⾺県⾼齢者保健福祉計画 
 ぐんま⾼齢者あんしん住まい
プラン        他

住⽣活基本計画(全国計画)
(平成 28〜37 年度) 
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第１章 群⾺県の住宅政策の現況と課題 
  

1. 住宅政策の現況 
2. 住宅政策の課題 

第 1 章  
群⾺県の住宅政策の現況と課題 
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②⼈⼝動態 
平成２２年まで社会動態は、⾃然動態を下回っていたものの、平成２３年からは⾃然動態を上

回り減少幅は縮⼩し、平成２７年にはプラスに転じています。⾃然動態は減少傾向が拡⼤してい
ますが、⼈⼝動態(⾃然動態＋社会動態)は平成２４年から減少幅の縮⼩が⾒られます。 

■⼈⼝動態の推移【図 13】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：H27 群⾺県移動⼈⼝調査 
 
 

③年齢別⼈⼝の推移 
平成１２年時では、第１次ベビーブーム時に⽣まれた５０〜５４歳（いわゆる団塊の世代）、第

２次ベビーブーム時に⽣まれた２５〜２９歳（いわゆる団塊ジュニア）の２つの⼭があります。
団塊の世代は減少傾向で推移していますが、団塊ジュニア世代は横ばいで推移しています。 

また、年齢別で⾒ると、２５〜２９歳は平成１２年には約１５万⼈であったのが、平成２７年
には約９万⼈まで減少している⼀⽅で、６５〜６９歳は平成１２年には約１１万⼈であったのが、
平成２７年には約１６万⼈まで増加しており、少⼦⾼齢化が顕著となっています。 

 
■年齢別⼈⼝の推移【図 14】 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：Ｈ27 国勢調査 
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